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` 平成10年度以降に元請けとして完成・引き
渡しが完了した、次の同種工事の施工実績を
有すること。
同種工事とは、路車間通信設備又は交通量
観測設備を設置した工事とする。
共同企業体の構成員としての実績は出資比
率が20％以上であること。ただし、乙型ＪＶ
（異工種ＪＶ）の同種工事の施工実績につい
ては、出資比率に関わらず各構成員が施工を
行った分担工事の実績であること。
事業協同組合及び協業組合にあっては当該
組合施工の場合に限る。
経常ＪＶにあっては、全ての構成員が同種
工事の施工実績を有すること。
なお、当該実績が国土交通省及び内閣府沖
縄総合事務局開発建設部の発注した工事のう
ち入札説明書に示すものに係る実績である場
合にあっては、工事成績評定通知書に記載さ
れている工事成績評定点（以下「評定点」と
いう。）が入札説明書に示す点数未満のものを
除く。
また、当該実績の発注機関が一般財団法人
日本建設情報総合センターの「工事実績情報
システム（ＣＯＲＩＮＳ）」（以下、「ＣＯＲＩ
ＮＳ」という。）に登録を義務付けている場合
は、ＣＯＲＩＮＳに登録されていなければ、
実績として認めない。

a 「路側無線装置（タイプＢ）における省エ
ネルギー性に関する施工計画」及び「光ケー
ブル敷設における品質向上に関する施工計
画」が適正であること。

c 競争参加資格確認申請書（競争参加資格確
認のための添付資料を含む。以下「申請書」
という。）の提出期限の日から開札の日までの
期間に、中国地方整備局長から工事請負契約
に係る指名停止等の措置要領（昭和59年３月
29日付け建設省厚第91号）に基づく指名停止
を受けていないこと。

d 本工事に係る設計業務等の受注者（受注者
が設計共同体の場合は各構成員をいう。以下
同じ。）、又は当該受注者と資本若しくは人事
面において関連がある又は特別な提携関係等
がある建設業者でないこと。

e 入札に参加しようとする者の間に、資本関
係又は人的関係がないこと。

Ĉ 本工事に事業協同組合または協業組合とし
て申請書及び資料を提出した場合、その構成
員は単体として申請書及び資料を提出するこ
とはできない。

] 入札参加者は「価格」及び、「価格以外の要
素」をもって入札に参加し、次の{～}の要
件に該当する者のうち、下記^によって得ら
れる標準点と施工体制評価点と加算点の合計
を入札価格で除した数値（以下「評価値」と
いう。）の最も高い者を落札者とする。
{ 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限範囲内である
こと。

| 「路側無線装置（タイプＢ）における省
エネルギー性に関する施工計画」及び「光
ケーブル敷設における品質向上に関する施
工計画」が入札説明書に記載した要求要件
を満たしていること。

} 評価値が、標準点を予定価格で除した数
値（「基準評価値」）に対して下回らないこ
と。

^ 得点配分の詳細は、入札説明書による。
_ 上記]において、評価値の最も高い者が２
人以上あるときは、当該者にくじを引かせて
落札者を決定する。

４ 入札手続等
\ 担当部局 〒730`8530 広島県広島市中区
上八丁堀６番30号 国土交通省中国地方整備
局総務部契約課 ＴＥＬ082`221`9231（代
表）内線2526

] 入札説明書の交付期間、場所及び方法
{ 入札説明書は、平成26年４月７日から平
成26年６月13日までに電子入札システムか
ら入手するものとする。
電子入札システム
http://www.e-bisc.go.jp/

| 電子入札システムの利用ができない場合
は、以下の交付場所でも交付する。
交付期間：平成26年４月７日から平成26年

６月13日までのうち閉庁日を除
く毎日の10時00分から17時00分
までとする。

交付場所：広島県広島市中区上八丁堀６番
30号 国土交通省中国地方整備
局総務部契約課 ＴＥＬ082`

221`9231（代表）内線2526

ＦＡＸ082`223`4345

申込み方法：事前の申込みは不要であり、
交付場所で手交する。郵送又
はＦＡＸによる入手申込みは
認めない。

^ 申請書の提出期間、場所及び方法 申請書
は、平成26年４月８日から平成26年４月17日
17時までに、電子入札システムにより提出す
ること。ただし、発注者の承諾を得た場合は、
平成26年４月８日から平成26年４月17日17時
までに、上記４\に直接持参又は郵送（書留
郵便に限る。必着のこと。）すること。
なお、同種工事の施工実績及び主任（監理）
技術者の資格・工事経験については、中国地
方整備局のホームページに掲載する「技術資
料入力システム」により作成したデータとす
る。
技術資料入力システムは、最新バージョン
を使用すること。

b 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
なお、工場製作と現地での作業に配置する
技術者は同一でなくてよい。
ただし、建設業法（昭和24年法律第100号）
第26条第３項に該当しない場合は、専任の義
務は有しない。
１）入札参加希望者と直接的かつ恒常的な雇
用関係にあること。
２）「建設業法第７条第２号イ、ロ又はハ」
に示す資格を有する者であること。なお、
資格は「電気通信工事業」とする。

３）平成10年度以降に元請けとして完成・引
き渡しが完了した、通信設備工事の現場経
験を有する者であること。
共同企業体の構成員としての実績は出資
比率が20％以上であること。ただし、乙型
ＪＶ（異工種ＪＶ）の同種工事の施工実績
については、出資比率に関わらず各構成員
が施工を行った分担工事の実績であるこ
と。
事業協同組合及び協業組合にあっては当
該組合施工の場合に限る。
経常ＪＶにあっては、構成員のうち１社
の主任技術者又は監理技術者が上記の工事
経験を有していればよい。
なお、当該実績が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る実
績である場合にあっては、評定点が入札説
明書に示す点数未満のものを除く。
また、当該実績の発注機関がＣＯＲＩＮ
Ｓに登録を義務付けている場合は、ＣＯＲ
ＩＮＳに登録されていなければ、実績とし
て認めない。
４）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

３ 総合評価に関する事項
\ 本工事の総合評価における評価項目及び評
価の着目点並びに得点配分は、次のとおりと
する。（最大得点90点）

以下、技術提案（具体的な施工計画）とは、
標準案と一部又は全て異なる施工方法で施工
することをいい、標準案とは、入札説明書（添
付図面等を含む。）の設計図面及び仕様等に示
した施工方法にしたがって施工することをい
う。
１）施工体制（施工体制評価点）
{ 品質確保の実効性（15•0点／5•0点／
0•0点）
「工事の品質確保のための適切な施工
体制」について着目し評価する。

| 施工体制確保の確実性（ 15•0点／
5•0点／0•0点）
「必要な人員及び材料の確保等の適切
な施工体制」について着目し評価する。

２）技術提案（具体的な施工計画）（加算点）
{ 路側無線装置（タイプＢ）における省
エ ネ ル ギ ー 性 に 関 す る 施 工 計 画
（40•0点／30•0点／20•0点／10•0点／０点）
路側無線装置（タイプＢ）の消費電力
値について着目し評価する。

| 光ケーブル敷設における品質向上に関
する施工計画（20•0点～０点）
光ケーブル敷設における、伝送損失等
の品質を向上させる手段について着目し
評価する。

_ 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札は、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、発注者の承諾を得
た場合は、紙により直接持参又は郵送（書留
郵便に限る。必着のこと。）すること。
{ 電子入札システムによる入札の締め切り
は、平成26年６月13日13時30分。
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